
� はじめに

Ⅰ－１．研究の目的

本稿では、大学の新しい役割である“知識の商業化”がイノベーションに

どのような影響を与えているかを考察する。この分野の研究は近年に膨大な

数の論文が発表されているため、まず研究のフロンティアで議論されている

内容を理解し、どのような事実が定式化されつつあるのかを確認する。つぎ

に、日本の大学における知識の商業化、特にアカデミック・アントレプレナ

ーの状況をみたうえで、研究フロンティアで定式化されつつある事実を使っ

て日本の現状を説明することができるかを検討する。

Ⅰ－２．研究の背景

1970年代初頭に通商産業省（当時）は ｢知識集約型産業構造｣ というヴィ

ジョンを提示したが、それから約40年、今日ではすべての先進国は知識集約

型産業構造を持つといっても過言ではない。知識は、すべての企業、すべて

の組織、すべてのシステムの競争力の源泉である。

では競争力につながるような知識は、どこでどのようにして生み出される

のだろうか。競争力を「高い業績を一定期間、上げ続けることができる能力」

とすれば、この問いは「高い業績につながるタイプの知識はどこで、どのよ
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うな人々の手によって、どのような過程を経て誕生し普及しているか」と言

い換えることができる。

これを調査する研究者たちは長い間、企業に注目してきた。そして企業の

研究開発部門や生産現場に注目した論文を数多く発表してきた。特に日本で

は、戦後復興から高度成長期を経て世界有数の経済大国に登りつめる過程の

あらゆる局面で企業が中心的役割を果たしてきたため、企業の知識創造活動

を調査研究するものが多く、現在もその傾向は変わっていない。

ところが1990年代以降、いわゆるシリコンバレー・モデルが世界の注目を

集めるようになると、企業だけではなく企業家（アントレプレナー）やアン

トレプレナーを輩出する大学に研究の関心が向くようになった。シリコンバ

レー・モデルとは、米国カリフォルニア州のサンフランシスコおよびサンノ

ゼ近郊（シリコンバレー）にイノベーションがつぎつぎと生まれる現象とそ

のしくみのことである。豊かな才能と強固な意志を持つアントレプレナーが

この地域に次々と現れて、企業を興し多様なイノベーションを実現させ、そ

の結果として経済効果が生じて、ステークホルダーや消費者、場合によって

は社会もそれを享受することである。

シリコンバレー・モデルで中核的役割を果たすのは、卓越した才能や独創

的アイディア、そして強い意志に基づいて事業を企画・立案・実行するアン

トレプレナーであるが、同時にスタンフォード大学やカリフォルニア大学バ

ークレー校といった大学、ベンチャー・キャピタル (VC)、メンターと呼ば

れる投資家兼起業経験者、弁護士やコンサルタントといった専門家集団、そ

して彼らどうしのつながり（ネットワーク）も重要な役割を果たしている。

シリコンバレー・モデルの実体とは、アントレプレナー、大学、VC、メン

ター、専門家集団、そして彼らどうしのネットワークの塊なのである。

そして現在、イノベーション研究の最前線（研究フロンティア）ではシリ

コンバレー・モデルの中でも特に大学へ関心が集まっている1)。社会に新し
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い製品・サービスを提供して富の総量を増加させるのがイノベーションであ

るとすれば、そのイノベーションの中核には知識がある。そして大学は知識

を創造する場であり、同時に知識を産業部門へ移転する主体であり、さらに

は知識創造・知識移転を遂行するアントレプレナーを育成・供給する機関で

ある。知識集約社会では、大学にこのような役割が期待されており、また事

実としてイノベーションが活発な地域にはこうした大学が存在しているため、

大学に関する調査や分析が増えていると思われる。

だが大学の知識が直ちにイノベーションに結び付くと考えるのは誤りであ

る。大学で誕生した新しい知識は論文や特許という形になり､“知識の商業

化”という過程を経て産業部門に普及していく。しかしその過程は産業部門

のペースに比べると極めて緩慢であり、敏捷さを求める企業や市場のニーズ

に応じることは難しい。また､“象牙の塔”という表現に象徴されるように

大学のシステムやアカデミアの価値体系は産業部門や市場とは大きく異なる。

したがって多くの場合、大学の知識はそのままでは企業や市場の要求に適っ

ておらず、また適った場合でも知識移転には困難が伴う。

こうした困難を克服して知識の商業化を成功に導くために、現在では主と

して二通りの方法が採用されている。ひとつは産学連携 (U�I collaboration)

と呼ばれるものである。大学と企業が協働して、利潤につながるタイプの知

識を創造しようとするものである。この場合、大学は知識創造と企業への知

識移転を担当し、企業は市場ニーズを汲み取りながら当該知識を使っての製

品化にとりくむことが多い。大学保有特許のライセシング (licensing : 産業

財産権や著作権を保有している権利者が企業等に対してその使用を有償で許

諾すること)、委託研究、共同研究などはこれに該当する。もう一つの方法

は、大学研究者自身が会社を興し、自らの研究成果を使った製品・サービス

を生産するものである。大学発ベンチャー企業の創業 (creation of university
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集号「Special Section on University-Industry Linkages : The Significance of Tacit

Knowledge and the Role of Intermediaries」を発刊しており、大学に関する研究が盛
んであることが分かる。



start-ups) と呼ばれている。

先進国に立地する大学の多くは産学連携や大学発ベンチャー企業の創業に

積極的に取り組んでおり、日本の大学も例外ではない。ただ残念なことに、

こうした知識の商業化の多くは失敗すると言われている。失敗にまでは至ら

ずとも、成功とはいえないケースも数多い。死屍累々なのである。

けれども、大学の知識が商業化されて巨額の利潤を生み、新産業を創出し、

人間の生活水準の向上にも貢献した例も少なからず存在する。スタンフォー

ド大学のＳ.Ｎ.コーエンとカリフォルニア大学のＨ.Ｗ.ボイヤーの共同研究

の成果が特許化され、アメリカのバイオ産業の発展に大きく貢献した事例

（コーエン・ボイヤー特許）などが好例である。イノベーション研究では、

こうした成功例を収集して分析を加えてきた結果、知識の商業化を成功に導

く条件や主体（大学や研究者）の特性等を明らかにしつつある。研究は発展

途上であり理論の構築には至っていないが、研究フロンティアではいくつか

の定式化された事実 (stylized facts) も形成されつつある。

ただし事実の定式化に当たっては、いくつか解決されなければならない問

題も未だに残っている。第一に、既存研究では国による違いが十分に考慮さ

れているとは言い難いこと。第二に、産業による違いも深くは論じられてい

ないこと。第三に、そもそも産学連携と大学発ベンチャー企業の創業は同質

のものなのか、つまり両方ともに知識の商業化として同一視してよいのか、

という問題である。

本稿では主として、第一の問題について考察していく。知識の商業化とそ

れを担うアカデミック・アントレプレナー研究の最前線で定式化されつつあ

る事実を指摘し、それが日本の現状に対しても説明力を有するのかを考える。

本稿は次のように構成されている。本節に続く第Ⅱ節は先行研究である。

研究の最前線ではどのような議論が展開され、どのようなことが定式化され

た事実となりつつあるのかを指摘する。第Ⅲ節は日本の現状である。大学発

ベンチャー企業に関するオリジナルのデータを用いながら、研究フロンティ

アで定式化されつつある事実は日本の現状に対しても説明力を有するのかを

安 田 聡 子38



考察する。第Ⅳ節はまとめである。

� 先行研究──定式化されつつある事実──

Ⅱ－１．大学の役割

大学という制度は“12世紀ルネサンス”と呼ばれる時期にヨーロッパで誕

生した。最初はボローニャとパリに、やや遅れてオックスフォードとケンブ

リッジに、そしてヨーロッパ各都市に大学が設立された。この時期以来、大

学の役割は長らく研究 (to codify knowledge) と教育 (to teach the codified

knowledge) と認識されてきた。それから長い時間が経過したが大学の役割

は教育と研究のまま、ほとんど揺るがなかった。

1980年にアメリカ議会を通過したバイ・ドール法 (Act Public Law 96�517,

Patent and Trademark Act Amendments of 1980) は、教育と研究に加えて大

学に第三の役割を与えたという意味で画期的なものであった2)。同法は、も

ともとは連邦政府から配分された研究費によって得られた成果に基づく知的

財産権を資金提供機関から大学へ移すことを認めた法律であったが

(Carlsson et al. 2009)、事後的に評価すれば、シリコンバレー・モデルの支

柱の一つをうちたてた画期的制度改革であった。

バイ・ドール法の制定以降、大学で発見された知識が TLO (Technology

Licensing Office) によって特許化され、それを民間企業に移転してロイヤル

ティを受け取り、企業はこれらの特許を利用しながら次世代技術を開発し、

市場や社会に新しい製品やサービスを提供して利益を上げるというビジネス

のしくみが成立した。これにより、大学および大学の研究者 (academic sci-

entist) は、教育と研究という伝統的役割に加えて、社会的要請に合致した

知識や特許を提供し企業や社会に便益を与え、同時に自らも利益を得るとい

う新しい役割 すなわち知識の商業化という役割 も課せられているこ

とを次第に認識するようになった。
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2) バイ・ドール法が社会に与えた影響に関しては、様々な立場からの議論が展開されて
きた。多様な議論を簡潔にまとめたものとして、Kennedy (2005) がある。



こうした新しい役割を完遂した事例として、スタンフォード大学とカリフ

ォルニア大学バークレー校の共同研究による成果から生まれたコーエン・ボ

イヤー特許はよく知られている。大学研究者が最先端の研究成果を商業化す

ることで、産業の発展と社会の富の増加に貢献した事例である。舞台となっ

たスタンフォード大学やカリフォルニア大学バークレー校は、シリコンバレ

ー・モデルによる華々しい成功物語に必ず登場する主要プレーヤーたちであ

り、知識の商業化という新しい役割を最も忠実に果たし続けている。世界に

は他にもマサチューセッツ工科大学、カリフォルニア大学サンフランシスコ

校、カーネギーメロン大学、テキサス大学、ケンブリッジ大学、オックスフ

ォード大学、北京大学など、知識の商業化で着実な成果を挙げている大学は

数多い。日本でも東京大学、東京工業大学、東北大学、大阪大学、山形大学、

山口大学など積極的に取り組む大学もある。

これらの大学、つまり新しい役割である知識の商業化によって産業部門や

社会に貢献する大学は日本では多数派ではないが、社会的評価の高い名門校

が多く含まれているためジャーナリズムで取り上げられる機会が多い｡「古
・

くからの伝統を誇る名門校が新しい役割で華々しい成功を収める」という構
・・・・・・ ・・・

図は社会の関心を呼び、イノベーションの源泉としての大学の役割に期待す

る声も聞かれるようになってきた。

Ⅱ－２．知識の商業化による負の効果

教育および研究という伝統的な役割に加えて知識の商業化という新しい役

割が大学に課され、一定の成功を収める大学や大学研究者 (academic scien-

tist) が現れるにしたがい、イノベーション研究者たちは「知の商業化がア

カデミック・サイエンティストの間で過度に普及することで、科学の進歩や

経済厚生に対して負の効果を及ぼす可能性も否定できない」と懸念するよう

になった。彼らが懸念した負の効果の第一は、知的財産権とアンチコモンズ

(Heller and Eisenberg, 1998) に関するものである。

企業は大学の知識創造に関与し、その知識を社内に移転して製品化につな
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げて利益を得ようとする。そのため、生み出された新知識は知的財産権で保

護し当該企業が独占的に利用することを強く要求する3)。しかし大学では遥

か昔から、研究によって得られた知識は共有地（コモンズ：commons) とし

て扱い、サイエンティストが自由にアクセスして利用しながら、すなわち

「巨人の肩の上に立って遠くをみて｣4)、研究をさらに発展させ科学の進歩に

貢献してきた。

バイ・ドール法以降、知識の商業化が過度に進むと、産業界の意向に沿っ

て研究成果を知的財産権で囲い込み、発明者以外のサイエンティストが研究

成果（データ、情報、マテリアルなど）を利用することができなくなる事態

が生じるのではないかと懸念されるようになった。コモンズである知識へサ

イエンティストがアクセスできなくなれば、有用な研究成果を使って研究を

継続的に発展させることも難しくなる、すなわち科学の進歩が停滞するだろ

う。こうした事態を“アンチコモンズの悲劇”という。

アンチコモンズの悲劇が実際に起こるのか、それとも杞憂に過ぎないのか

に関しては、医学や薬学といったライフサイエンス分野に焦点を当てた実証

が積み重ねられている。知的財産権制度は本来、研究やイノベーションを促

進するために考案されたものであるからアンチコモンズの悲劇は起こり得な

いという意見もある反面、実証研究の多くはアンチコモンズの悲劇が（程度

の差はあるにせよ）現実に起こっており、科学の進歩を阻害している可能性

も否定できないこと (Campbell et al., 2002 ; Blumenthal et al, 2006 ; Walsh et
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3) 知識は非競合的な性格が強いため、自分が使用していても同時に他者も使用できる。
また追加的な一単位を生産して配布しても追加的なコストはほとんどかからない。こ
うした性質を持つため、対価を支払わずに知識を利用することが可能となり、いわゆ
るフリーライダー問題が発生しやすい。したがって、市場メカニズムに任せておくと
知識の生産が過少になる恐れがある。知的財産権を強化して知識利用の独占を認める
と、過少生産の問題は緩和される。

4) 12世紀イングランドの学僧であるソールズベリーのジョンが残した言葉： “We are

like dwarfs sitting on the shoulders of giants. We see more, and things that are more dis-

tant, than they did, not because our sight is superior or because we are taller than they,

but because they raise us up, and by their great stature add to ours.” をアイザック・ニ
ュートンが1676年の手紙に用いたことから有名になった言葉。



al. 2005 ; Murray and Stern, 2007)、また研究の多様性も損なわれていること

を報告している (Murray et al., 2009)。

知識の商業化が抱える負の効果の第二は、研究の歪みである。産業界に不

都合な研究結果は公表されなかったり、公表が遅らせられたりするのではな

いか、という懸念である。大学の研究者は通常、観察や分析から得られた結

果を、再現性を確保しながら（あるいは確保しようと最大限の努力を払いな

がら）誠実に報告する。けれども産業界や特定企業から研究資金の提供を受

けている場合、この誠実さが損なわれる可能性も否定できない。特に医学や

薬学といったライフサイエンス分野では、一方で産業界から受け入れている

資金は巨額であり、他方で研究成果が経済厚生に及ぼす影響は大きいことか

ら、民間資金の受入と研究成果の関係について多くの人が関心を持っている。

Bekelman et al. (2003) は多くの先行研究の結果を統合し、より信頼性の

高い結果を求めるメタ分析を行うことにより、ライフサイエンス分野では企

業からの研究資金受入れが大学の研究を歪めている可能性があることを示し

ている。図表１．は Bekelman et al. による分析から一つを取りだしたもの

である。ここでは、企業から資金提供を受けた医学研究と受けていないもの

を分けて、それぞれの成果を比較した先行研究８本の結論を統合化して図に

示している5)。同図表から明らかなように、企業から資金供与を受けた医学

研究と受けていないものの間には有意な差が存在しており、前者は後者より

も産業界に好意的な成果を公表する傾向が強い。つまり企業からの資金受入

れは、大学による研究成果の公表に歪みをもたらす可能性を示唆しているの

である。

負の効果に対する懸念の第三は、研究と知識商業化のトレードオフ

(tradeoff between publish and patent) である。１日24時間という時間制約の

中で教育と研究を行ってきた大学研究者が、知識の商業化という新しい役割

を担うようになると、研究にかける時間が減るのではないか、研究資源の配
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分も小さくなるのではないか。その結果、サイエンティストとしての生産性

が低下するのではないか、という懸念である。もし知識の商業化によってア

カデミック・サイエンティスト一人当たりの生産性が低下すれば、科学の進

歩は抑制されるであろうから、商業化は経済厚生を損なうことになる。

トレードオフが実際に起こっているのかを確認するため、イノベーション

研究ではアカデミック・サイエンティスト一人ひとりの論文発表状況や被引

用状況を調査し、それが商業化活動（特許の出願・取得、研究資金の受入、

起業活動への関与など）とどのような相関をもつのかを分析する。Foray

and Lissoni (2010) は数多くの先行研究を検討した結果、商業化活動を行う

サイエンティストは、行わない者に比べると生産性が有意に高いと結論付け
・・

ている。当初の懸念とは逆の現象、すなわち知識の商業化はサイエンティス

トの生産性と正の相関を持つことが明らかになったのだ。

ただし、その生産性の高さは生まれ持った才能や個人特性に起因する（＝

才能あるサイエンティストはそうでない者に比べて、研究と商業化活動の両

方ともに秀でている）のか、あるいは商業化活動が研究活動に対して何らか

の良い効果を与えている（＝研究資金を得たり企業と連携したりすることに
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出典：Bekelman et al. (2003) の Figure. (p. 459) より（日本語訳は著者）

図表１．企業からの資金受け入れと医学研究成果の関係

医学論文の結論が産業
部門に好意的である

産業部門に
好意的でない出典(医学論文を分析した論文)

RCT (ランダム化比較試験)

Kjaergard and Als-Nielsen, 2002
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よって、社会に潜在するニーズにライバルよりも早くに気が付き、次世代に

向けた研究シーズをうまく捉える）のか、未だに解明されていない。

以上の３つが、知識の商業化によって生じる（かもしれない）負の効果で

ある。アンチコモンズの悲劇と研究成果公表における歪みは現実に存在して

おり、科学の進歩や経済厚生に少なからぬ影響を及ぼしているようだが、研

究と商業化活動のトレードオフはそれほど顕著ではない、というのが現時点

で定式化されつつある事実である。

ただし、これらが定式化した事実となるためには、解決されなければなら

ない問題がある。問題の一つは分野の偏りである。先行研究の大多数はライ

フサイエンス分野に対する調査研究であり、他の分野に焦点をあてたものは

あまり多くない。けれども Carlsson (1995) や Breschi and Malerba (1997)

による “sectoral innovation system” 論が指摘するように、技術分野・製品分

野ごとに知識やイノベーションが誕生・普及するシステムは異なる。そうで

あるならば科学知識の誕生や普及に於いても、分野ごとに異なる背景や要因

が強く作用している可能性は大である。したがって、ライフサイエンス分野

の研究だけをもってして知識の商業化の影響を論じることはできない。

もう一つの、より大きな問題は、国の偏りである。先行研究にはヨーロッ

パの大学での調査も含まれてはいるものの、大多数はアメリカの大学にお

ける知識の商業化を分析したものである。既に Freeman (1987)、Lundvall

(1992)、Nelson (1993) が繰り返し指摘しているように、知識やイノベーシ

ョンが誕生・普及するシステムは国ごとに異なっている。したがって、ここ

で説明したような議論が日本でも当てはまるのか、独自の調査研究が必要で

あろう。

Ⅱ－３．パスツールの象限

知識の商業化の成功事例が脚光をあびると、産業部門や行政部門でも大学

への期待が生まれた。彼らは次世代技術のシーズや持続的経済成長の源泉を

大学に求めたのである。だが時を経ずして、大学で生み出される知識の多く
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は必ずしも優位性に直結するわけではないことを皆が知るようになる。企業

や政府は大学に対して多額の研究資金を提供するが、優位性を即座に生み出

すような成果が大学で誕生するケースは多いとは言えない。研究成果の多く

は たとえ学問としての価値は高いものであるにせよ 企業の求める次

世代技術とは性質が異なる。あるいは、たとえ企業が求めるものが大学で生

まれたとしても、それを成功裏に企業へ移転できるのかは別の話である。移

転できたとしても、経済効果をもたらすイノベーションになることは稀であ

る。

つまり、大学で生まれた知識が商業化されビジネスやイノベーションとし

て経済効果を生み出すまでの過程には、無数の障害6)が存在しているのであ

る。ライフサイエンスや素材などの分野では、これらの障害をすべてクリア

し膨大な経済効果を生む成功事例も無いわけではないが、成功の裏には数十

倍、数百倍の失敗事例が積みあがっている。

知識の商業化が必ずしも成功しない理由を探るため、イノベーション研究

では商業化プロセス全般にわたる調査が行われた。大学の研究室で新知識が

発見される局面、知識の発見者が所属大学の TLOに成果を報告する局面、

TLOがそれを精査して特許を申請・取得する局面、特許が産業部門へ移転

される局面、特許が経済的価値を生み出す局面など、あらゆる局面に対して

調査・分析が加えられた。

その結果、今日では知識の商業化に成功する条件や成功を収めた大学研究

者の個人特性が、徐々にではあるが、明らかになりつつある。微細な分析は

それぞれの論文によって異なるが、多くの論文が、Stokes (2007) のいう

“パスツールの象限 (Pasteur’s Quadrant)”に分類されるサイエンティスト

はそれ以外の者よりも知識の商業化プロセスを巧みに運営する、という結果

を支持している。彼らこそが、大学の知識を商業化して企業が欲する次世代

技術のシーズを提供できるというのである。
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6) Carlsson et al. (2009) はこれを filter と呼ぶ。またこれは Branscomb and Auerswald
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パスツールの象限とは、1997年にプリンストン大学の D. Stokes が発表し

たモデルである。彼は「成果の利用」と「基本法則の追求」という二軸に沿

って科学研究をタイプ分けし、それぞれのタイプを「ボーアの象限 (Bohr’s

quadrant)：純粋基礎研究｣､「パスツールの象限 (Pasteur’s Quadrant)：研究

成果の利用に啓発された基礎研究｣､「エジソンの象限 (Edison’s quadrant)：

純粋応用研究」と呼んだ。なかでもパスツールの象限に属するサイエンティ

ストは､「根源的な理解に向けての探究心と研究成果の実用化を望む思い」

の両方に触発されて研究にとりくむため、科学の進歩に貢献する基礎研究を

積み上げながら同時にイノベーションにつながるような実践的知識も生み出

す者として重要視した。

Baba et al. (2009) は、多くの特許を獲得し、かつ質の高い論文を数多く

執筆している大学研究者をパスツール型サイエンティストと定義し、光触媒

研究の分野ではパスツール型サイエンティストが研究と知識の商業化の両方

を実効的・効率的に遂行していることを実証した。

Stokes や Baba et al. の主張 大学研究者の中には水準の高い研究と知

識の商業化を両立させている一群が存在しているということ は、

Gittelman and Kogut (2003)、Meyer (2006) など多くの先行研究でも実証さ

れている。たとえば Gittelman and Kogut は大学の知識を産業のニーズに結

び付ける “bridging scientist” について調査・研究を行っているが、これはパ

スツール型サイエンティストと類似の概念である。こうしたことから、研究

と知識の商業化を両立させるパスツール型研究者の重要性は疑いようものと

思われる。

ただしパスツール型の重要性は、分野によって異なる可能性も高い。たと

えば、Zucker and Darby (1996) はバイオ・テクノロジー企業における “star

scientist” の重要性を強調しているが、このタイプはパスツール型に比べる

とやや純粋科学や基礎研究を重視している可能性も否定できない。
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Ⅱ－４ 知識の商業化の“出口”

大学における知識の商業化を議論する際には、しばしば“出口戦略”とい

う言葉が使われる。大学での研究成果を産業部門に移転してイノベーション

を起こし、社会に経済効果をもたらすという一連の過程（プロセス）の、ど

の局面を大学の研究者が担うのか、どの局面以降は産業部門に任せるのかと

いう、事業範囲に関する意思決定の重要さを説く言葉である。

これまで紹介してきた先行研究の多くは、この“出口”を大学研究者によ

る特許出願・取得 (patenting) もしくは当該特許のライセシングと想定して

いるようである。こうした“出口”観に沿って多くの先行研究は「知識の商

業化活動に参画する大学研究者＝特許出願・取得する者」という暗黙の前提

を置いている。特許数の多い者や重要特許を持つ者が知識を商業化するサイ

エンティストである、という前提の下での研究が蓄積されているのである。

しかしながら、知識の商業化の契機となったバイ・ドール法が現れて30余

年もたつ今日では、商業化の活動内容も多様化し特許やライセシングとは異

なる第三の“出口”も現れてきた。代表的なものとして大学発ベンチャー企

業の創業が挙げられる。だが出口の多様化とは対照的に、イノベーション研

究の前提や研究手法に変化はあまりみられない。知識の商業化を観察・計測

する際には特許とライセシングを指標とし、商業化に取り組むサイエンティ

ストの特徴を抽出する場合は、何はさておき論文の量と質に注目する。

こうした従来の研究手法は、特許やライセシングを出口とする商業化では

有効であった。しかし、大学発ベンチャー企業の創業という第三の出口が用

意されている今日でも、かつてほど有効な手法なのかは検討を要する。次で

はこの点について先行研究に基づきながら考察する。

Ⅱ－５ アカデミック・アントレプレナー

アントレプレナー（企業家）とは、シュンペーターによれば新結合を完遂

する機能である。今日ではイノベーション（＝革新）を起こす主体という意

味で使われている7)。したがって厳密な意味では、アカデミック・アントレ
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プレナー (academic entrepreneur) は大学の研究に革新を起こす主体という

ことになる。イノベーション研究では、知識の商業化に取り組むサイエンテ

ィストのことをアカデミック・アントレプレナーと呼ぶこともあれば、商業

化の中でも特に大学発ベンチャー企業の創業や経営に参画する者をこのよう

に呼ぶこともある。ここでは後者の定義を採用する。

アカデミック・アントレプレナーに関する研究は、特許取得やライセシン

グに替る第三の出口オプションとして、大学サイエンティスト自身が創業す

る現象に注目しようということから始まった (Foray and Lissoni、前掲)。従

来研究では、あるサイエンティストが自分の研究成果を商業化しようと考え

たとき、彼／彼女は特許取得・ライセンシングという出口のみを目指すと想
・・

定してきたが、実際には会社を興して自ら事業化に乗り出すケース（創業）

も多々あることから、こうした第三の出口にも分析を加えようとするもので

ある。

特許取得・ライセシングと創業とはそれぞれ異なる出口であるが、大学の

研究者はどのような条件下で前者を選び、どのような背景で後者を選択する

のだろうか。これを調査・分析する研究には、知識特性の違いに注目するも

のと、研究者の個人特性に焦点をあわせるもの8)の２種類がある。

前者に関しては次のような指摘がなされている：大学で生まれた知識が暗

黙知的性格を強く帯びている場合（たとえば最先端の知識やパラダイムシフ

トを伴う非累積的な知識などの場合）は、発明したサイエンティスト本人し

かその知識の全貌を理解し得ず、したがって大学の外の既存企業にそれを移

転することは困難である ( Jensen et al., 2003 ; Thursby et al., 2001)。既存企

業の立場からすれば、自分たちが完全には理解し得ない大学の知識を使って

製品化を企画したり、市場を開拓したり、そうした活動に伴うリスクを引き

受けたりすることはできない。よってこのような場合は、知識の発見者自身
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すなわち大学研究者本人が企業を興して知識の商業化を実行することになる

(Shane, 2004)。

Lowe (2006) はカリフォルニア大学で調査を行い、科学依拠度が高く暗黙

知的性格が強い特許は発明者本人にライセンスされる率が有意に高い、と報

告している。これは、上で述べたような先端知識の暗黙知的性格と発明者本

人による創業確率には相関があることを実証している。このような先端知識

の暗黙知的性格に注目する研究はすべて、Zucker and Darby (1996) による

スター・サイエンティスト (star scientist) 論9)にヒントを得たものであると

思われる。

後者 研究者の個人特性 に注目する研究も、この数年間に続々と発

表されている。この研究に携わる者に共通する問題意識は、Landry et al.

(2006) がその論文タイトルに明記したように「なぜ、一部の大学研究者は

他の者に比べて創業する可能性が高いのか (Why are some university re-

searchers more likely to create spin-offs than others ?)」である。Landry et al.

自身は「大学の規模｣、｢研究室の規模｣、｢資金の規模｣、｢知的財産権｣、｢研

究者としてのキャリア｣、｢コンサルティングの経験」などとが有意に起業確

率を高めていることを実証した上で、長い伝統を持つ名門大学の豊富なリソ

ースがサイエンティストの企業家精神を高め起業確率を上げている可能性を

指摘している。興味深いことに Landry et al. の実証結果では、論文と起業

確率の間には有意な相関がみられず、Ⅱ－３で述べたパスツール型サイエン

ティストの仮定は支持されていない。

大学研究者の個人特性とアントレプレナーとしての活動の関係について分

析したものとしては、他に Luo et al. (2009) がある。彼らの研究は､「サイ

エンティストには、productive function と legitimating function という２種類
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9) アメリカのバイオ・テクノロジー分野に焦点を当てて企業の成長と生き残りについて
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ネスでも成功する確率は有意に高い。その理由として､ 彼らは､ 最先端の科学知識は
暗黙知的傾向が強いことを挙げている｡



の機能がある」という仮定から出発し、どのような条件下で後者の機能が企

業からの投資を惹き付ける誘因となり得るかを探ったものである。前者であ

る productive function とはサイエンティストに体化された知識や彼／彼女が

持つ人的ネットワークのことであり、その量が多ければ知識の商業化も効率

的になると彼らは述べている。

後者の legitimating function を正確に説明することは難しいが、科学者に

よる“お墨付き”のようなものと考えてよいだろう。Luo et al. は次のよう

に説明している：大学の研究者が関係するような先端分野は、企業にとって

は不確実性が高い分野である。その分野における研究は持続的に発展してい

くのか、また研究成果は市場ニーズに合致するのか等、将来が不透明だから

だ。もし企業がそうした先端分野に先行投資をしようと考える場合、なにを

基準として最終的な意思決定を下せば良いのか分からず困惑するだろう。

ところで、大学研究者は企業よりも先端分野に関してよく知っていると仮

定してよいだろう。一線級の研究者であれば、生まれたばかりの先端研究の

将来性や発展の方向、さらには必要なリソースに関して企業よりも的確な予

測を立てているだろう。もしそうであるならば、将来的に有望な研究分野に

は、成功体験を持つサイエンティストが必ず関与しているはずである。企業

サイドからすれば、過去に商業化で成功したサイエンティストが今度も参加

していれば、その分野は発展しイノベーションに結び付く可能性も高いだろ

う、と期待できる。つまり誕生したばかりの先端研究分野が未だ海のものと

も山のものとも知れない時期には、大学の研究者の参加が“お墨付き”とな

って、企業の投資を惹き付ける可能性が高い。

Luo et al. は“お墨付き”である legitimating function の中核は特許と論文

であると考えており、一定条件のもとでは、特許取得・ライセンシングとい

う出口であっても大学発ベンチャー企業の創業という出口であってもパスツ

ール型サイエンティストが成功しやすいと暗に指摘している。この点で Luo

et al. は従来研究と同じであるが、その一方で､「すぐれたサイエンティスト

＝効率的な生産要素」という人的資源論的な発想を超えて､「すぐれたサイ
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エンティスト＝投資家（企業）にとっては不確実性を緩和するシグナル」と

いう仮定を導入した点で画期的である。

このように特定の大学研究者が発するシグナルに注目した研究としては、

他に Bercovitz and Feldman (2007) がある。彼女たちはバイオ分野で実際に

知識の商業化を実践した大学研究者10)の個人特性を調査し、彼らには「発明

の能力 (inventive capacity)」と「アントレプレナー性向 (entrepreneurial

propensity)」という２つの特性が備わっていると指摘した。前者は論文、特

許、学際性を使って計測でき、後者は知識移転が盛んな大学でトレーニング

を受けた経験と海外モビリティによって顕示化されうるとした。彼女らの独

創性は海外モビリティ（彼女らの論文では移民経験）を指標に採用したこと

だろう。海外モビリティを有する研究者とは、自分の意思を貫くためには別

世界に移ることを厭わない人たちであり、このタイプはリスク許容度が高い

ため商業化という（研究や教育に比べると）格段にリスクの高い仕事にも取

り組むと彼女たちは考える。

さて、本項の前半部で示した問題意識 「なぜ、一部の大学研究者は他

の者に比べて創業する可能性が高いのか」 に立ち戻ってここまでの記述

を整理すると、Landry et al. によれば「創業する大学研究者は豊富なリソー

スに恵まれているから｣、Luo et al. によれば「legitimating function とでも言

うべき“お墨付き”機能を持つ研究者は、企業の投資を惹き付けやすいから｣、

Bercovitz and Feldman によれば「(海外モビリティに顕示化されているよう

に）リスク許容度が高いから」ということになる。紙面の都合で詳しくは紹

介できないが、同様の問いに対して Shinn and Lamy (2006) は「(利益のた

めではなく）自分の研究プロジェクトに自由に使える資金を増やすため」と

答えており、あるいは研究者としてのライフサイクルによる効果であるとす

る論文もある。研究者としてのライフサイクルと起業確率に関しては、年長

の研究者の方が若手よりも起業する確率が高いとする論文 (Audretsch and
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10) ただし、Bercovitz and Feldman は特許取得・ライセシングと創業を区別していない。



Stephan, 1996) もある一方で、将来性に陰りが見える若手研究者や博士研究

員の中で研究とつながりを持ち続けたいと願う者が起業しやすいとする報告

もある (Franklin et al., 2001 ; Roberts, 1991)。

本節（Ⅱ節）では大学の新しい役割である知識の商業化を巡って次々と発

表される研究をまとめ、現時点で何が議論されており、どのような事実が定

式化されつつあるのかを考察してきた。ここまでをまとめると、次のように

なる：

① 教育と研究という伝統的な役割に加えて“知識の商業化”という新しい

役割が大学に期待されるようになってきた。

② 知識の商業化については、アンチコモンズの悲劇、研究成果公表におけ

る歪み、研究と商業化活動のトレードオフという３つの負の効果が起こ

る可能性があり、前二者については（主としてライフサイエンス分野に

おいて）その存在が確認されている。

③ パスツールの象限に属する者（パスツール型サイエンティスト）は研究

と商業化の両方を巧みに運営する傾向が強い。

④ 先行研究の多くは、知識の商業化の出口を「特許の取得とライセシング」

と仮定して論文と特許の関係に注目する。

⑤ 近年では「大学発ベンチャー企業の創業」という第三の出口に注目する

研究も増えてきており、そこでは論文や特許に加えて個人特性に注目す

るものも多い11)。

以上が研究フロンティアで現在、定式化されつつあるものである。だが既

に述べたようにこれらは医学や薬学などのライフサイエンス分野における研

究が多い。また多くは、ヨーロッパの一部の大学とアメリカの大学で実施さ
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11) 商業化の出口を特許とライセシングとした研究でも個人特性を重視したものもある。
たとえば「過去の産学連携の経験 (D’Este and Patel, 2007)｣､「所属大学の雰囲気
(Gilsing et al., 2010)｣､「動機の違い (Sauerman et al., 2010)」などに注目するものも
ある。



れた調査に基づいている。国の違いや分野の違いに注目した研究が今後も蓄

積されなければならない。そこで次節では、これらの知見が日本の現実に対

しても説明力を有するのかを考える。

� 日本の大学におけるアカデミック・アントレプレナー

前節ではイノベーション研究のフロンティアで議論されていることを紹介

し、前節末に記した①～⑤のことが定式化されつつあることを指摘した。本

節ではこれらが日本の現状に対しても説明力を持ち得るかについて考察する。

ただし紙面の都合上、知識の商業化の中でも大学発ベンチャー企業を創業す

る者、すなわちアカデミック・アントレプレナーに的を絞ることとする。

Ⅲ－１．大学発ベンチャー企業の特定

日本の大学発ベンチャー企業に関して研究を行う場合は、研究者自身が大

学発ベンチャー企業の社名を特定し独自のデータベースを構築しなければな

らない。公的機関は大学発ベンチャー企業の社名を一部しか公表していない

からである。また、大学発ベンチャー企業の定義そのものも定まっていない。

大学発ベンチャー企業に関する調査を行っているのは経済産業省と文部科学

省であるが、両者はそれぞれ異なった定義に基づき大学発ベンチャー企業を

論じている可能性が高い12)。

本研究では、以下の�～�のうちいずれかの条件を満たす企業を大学発ベ

ンチャー企業とした：�所属大学、文部科学省、経済産業省が収集・作成す

る資料のうち一般公開されているものの中で､ 大学発ベンチャー企業である

と認定されている企業、�大学や行政が運営するインキュベーション施設に

入居経験がある企業、�日本経済新聞社が認定する企業。

大学発ベンチャー企業のリストが公開されていない現状で、再現性を確保

し誰もが本研究の結果を検証できるようにするために、ここでは一般人であ
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12) 2010年11月26日、経済産業省産業技術関係局でのヒアリングより。
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出典：著者作成。詳細は本稿Ⅲ－１を参照のこと

図表２．大学発ベンチャー企業の特定にあたって参照した情報源

情 報 ソ ー ス 把握できた
企業数

東京大学産学連携本部 17

京都大学ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーおよび医学領域産学連携推進機構 16

大阪大学スタートアップ支援室 2

筑波大学産学リエゾン共同研究センター 68

東京工業大学フロンティア研究センターインキュベーション部門 3

早稲田大学産学官研究推進センター 7

『(独)科学技術振興機構 ( JST) の事業を通じて設立されたベンチャー企業の調査結
果について』 96

経済産業省 『｢大学発ベンチャーに関する基礎調査｣ 実施報告書』 344

中小企業基盤整備機構 354

同志社大学連携型起業家育成施設 (6)

浜松イノベーションキューブ (24)

いしかわ大学連携インキュベータ (13)

インキュベーション・オン・キャンパス本庄早稲田 (6)

クリエーション・コア京都御車 (7)

クリエーション・コア福岡 (17)

ながさき出島インキュベータ (17)

ベンチャープラザ船橋 (19)

岡山大インキュベータ (18)

京都桂ベンチャープラザ (24)

慶應藤沢イノベーションビレッジ (15)

彩都バイオイノベーションセンター (9)

彩都バイオインキュベータ (16)

神戸医療機器開発センター (6)

神戸健康産業開発センター (7)

千葉大亥鼻イノベーションプラザ (7)

東大柏ベンチャープラザ (12)

東北大学連携ビジネスインキュベータ (18)

福岡システム LSI総合開発センター (45)

北大ビジネス・スプリング (17)

名古屋医工連携インキュベータ (19)

立命館大学 BKCインキュベータ (16)

和光理研インキュベーションプラザ (16)

日本経済新聞社 154

合計企業数 1061



るわれわれでも入手可能なデータのみを情報ソースとした。情報ソースには

以下の５通りのものが含まれている：�主たる大学の産学連携本部あるいは

それに該当する機関が公表した資料。東京圏および関西圏の有名大学が関係

する企業が含まれている。�文部科学省の所管団体である科学技術振興機構

( JST) が公表した資料。最先端科学の成果利用のために設立された企業が

多く含まれるようである。�経済産業省が公表した資料。�中小企業基盤整

備機構が関係するインキュベーション施設に入居経験のある企業名一覧。地

方大学が関係する企業が多く含まれる。�日本経済新聞社の『日経ベンチャ

ービジネス／大学発ベンチャービジネスガイドブック2005�2006年版』で公

表されている企業のデータ（図表２)。

情報ソースの�および�については2009年４月～10月の期間に各機関の

HPにアクセスして企業名を収集した。�、�、�の情報については同期間

に利用可能であった資料（参考文献を参照）から社名を収集した。このよう

にして大学発ベンチャー企業と推定されるものを選び出し、創業年が古い等

の理由で大学発ベンチャー企業とは思われないものを除外したうえで、最終

的に1,061の候補を抽出した（図表２)。さらにこれらの中から法人登記した

ものを選び出したところ（2009年11月～2010年１月に実施)、最終的に962社

が残った。本研究ではこの962社を日本の大学発ベンチャー企業として扱う
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出典：著者作成。詳細は本稿Ⅲ－１および３を参照のこと

図表３．アカデミック・アントレプレナーの特定

① 本研究で社名を特定した大学発ベンチャー企業 1061社

② ①のうち、法人登記をした企業(注１） 962社

③ ②のうち、ライフサイエンス分野(注２)の事業を行っている企業 140社

④ ③の企業と共同論文を書いている大学関係者(注３） 35名

⑤ ④のうち、③の企業の創業メンバー(注４)である大学研究者 16名

注１：倒産した企業や現在は所在不明となっている企業を含む
注２：JMEDに論文データが収納されている企業
注３：科学研究費の研究者番号を持つ研究者
注４：HP等の各種資料から著者が特定



（図表３)。

Ⅲ－２．ライフサイエンス分野における大学発ベンチャー企業

本研究が特定した日本の大学発ベンチャー企業962社には、素材や情報科

学などさまざまな分野のものが含まれるが、Ⅱ節で説明したように研究フロ

ンティアではライフサイエンス分野に注目が集まっているため、本研究でも

同分野の企業のみを取り出した。分野の特定には「JMEDPlus｣13) という医学

関係の論文データベースを用い、同データベースに社名が出てくる企業を、

日本のライフサイエンス分野における大学発ベンチャー企業とした（2010年

２～３月時点での情報に基づく)。調査の結果、140社が該当した14)。

つぎに140社の論文発表状況を調べたところ全体で540本の論文が発表され

ていた。最古の論文は1996年であるものの論文の98％は2000年以降の発表で

あった。これは、日本では全ての分野において大学発ベンチャー企業の創業

や論文発表が2000年以降に急増していること（安田、2008）と矛盾がない。

140社は平均して4.3本の論文を発表しているが、中央値は２本、最頻値は

１本と分布がゆがんでいることが予想されたため、発表本数が少ない企業か

ら順に並べて累積論文数を図示した（図表４)。45度線と比較すると極めて

偏った分布である。詳しくみると発表論文数が多い上位20社で全発表論文の

半分を占めており、また対照的に63社は１本しか論文を発表していない。こ

れらの情報から、ライフサイエンス分野における日本の大学発ベンチャー企

業の状況を考えると、新しい知識を作り出している企業はごく僅かであり、

ほとんどは知識創出には貢献していないことが分かる。
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13) 独立行政法人科学技術振興機構が運営するデータベースであり、日本国内発行の資料
から医学、薬学、歯科学、看護学、生物科学、獣医学等に関する文献情報を収録して
いる。収録論文数は約576万件である。

14) 正確に言うとこれら140社は､「日本の大学発ベンチャー企業のうち、ライフサイエン
ス分野の論文を少なくとも１本は発表している企業」ということになる。



Ⅲ－３．ライフサイエンス分野におけるアカデミック・アントレプレナー

前項では140社の大学発ベンチャー企業（ライフサイエンス分野）を特定

したが、ここではその情報を使ってアカデミック・アントレプレナーを特定

する。140社が発表した論文の共著者を調べると、科学研究費の研究者番号

を持つ者が35名存在した。彼らは、大学あるいは公的研究機関に現在所属し

ている、あるいは過去に所属した経験がある研究者だと思われる。そこで科

学研究費補助金データベースおよび各大学のホームページを閲覧して、企業

創業以前から現在まで大学に研究職（教授、准教授、助教、名誉教授、客員

教授、客員准教授、およびこれらに準ずる者を含む。博士研究員は除く）と

して所属している者を選び出した。また、論文発表企業のホームページを閲

覧して当該者が創業者あるいは経営ボードに含まれているかを確認した。ホ
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出典：著者作成。詳細は本稿Ⅲ－２を参照のこと

図表４．大学発ベンチャー企業（ライフサイエンス分野）における
論文発表状況

発表論文累積

発表論文が最も少ない企業 発表論文が最も多い企業

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％

45度線

1 11 21 31 41 51 61 71 81 91 101 111 121 131 140



ームページにアクセスしたのは2010年８月である。

これらの作業の結果、大学発ベンチャー企業（ライフサイエンス分野）と

共著論文を書き、この企業の創業者あるいは経営ボード・メンバーであり、

かつ研究者（教授、准教授、助教、名誉教授、客員教授、客員准教授等を含

む。博士研究員は除く）の資格で大学に所属している者16名を特定した（図

表３)。本研究では彼らを日本のライフサイエンス分野におけるアカデミッ

ク・アントレプレナーとする。

さて前節（Ⅱ節）では、研究フロンティアでは大学発ベンチャー企業を創

業する者の個人特性を調査していると説明したため、ここでもそれを試みる。

図表５．の上部は日本のアカデミック・アントレプレナー（ライフサイエン

ス分野）16名の創業時年齢と創業時のアカデミック・キャリアを示している。

まず創業時の年齢であるが、50歳台で創業した者が８名（50～54歳：３名、

55～59歳：５名）と最も多く、これに60歳台の２名を加えると10名となる。

６割以上の者がシニアの年代になってから会社を興しているのである。本稿

のⅡ－５で研究者のライフサイクルと起業確率の問題に言及する研究にふれ

たが、日本の場合は年長者の方が若手よりも起業する確率が高いと言えるの

かもしれない。同じことは図表５．の上部右側「アカデミック・キャリア」

をみても確認できそうである。同図表では「不明」のものが多いため断定的

なことは言えないが、それでもアカデミック・キャリアが20年以上と長い者

の方が短いものよりも起業しやすいという傾向がうかがえる。

アカデミック・キャリアに関する調査でもう一つ興味深いのはモビリティ

の問題である。既述の Bercovitz and Feldman ように、モビリティの高い研

究者はアントレプレナーシップとしての資質も高いと考える研究もある。そ

こで本研究で特定したアカデミック・アントレプレナー16名の海外モビリテ

ィ（海外の大学での研究歴）および国内モビリティ（所属大学の異動歴）を

調べた（図表５．下部右側)。海外モビリティがある者と不明の者はちょう

ど半分ずつであった。通常、研究者はある程度（１年以上）の期間にわたる

海外研究歴は履歴に書くため、不明の者は海外研究歴が極めて短いか、もし
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くは皆無とみなしてよいだろう。国内モビリティに関しては、異動歴ありが

９名、なしが４名、不明が３名となっており、所属大学をかわった経験を持

つ者が多い。

Bercovitz and Feldman は海外モビリティとアカデミック･アントレプレナ

ーシップの関係を論じたが、本研究で取り上げた者たちに関してはその主張
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出典：著者作成。詳細は本稿Ⅲ－３を参照のこと

図表５．アカデミック・アントレプレナー
（ライフサイエンス分野）の個人特性

創業時年齢

40～44歳 2

45～49歳 2

50～54歳 3

55～59歳 5

60歳以上 2

不明 2

合 計 16

アカデミック・キャリア(注)

10年未満 1

10～19年 2

20～29年 5

30年以上 1

不明 7

合 計 16

注：｢創業年｣－｢学位取得年｣

所属大学

北海道大学 ２名

筑波大学 ２名

東京工業大学 １名

岐阜大学 １名

大阪大学 １名

広島大学 １名

長崎大学 ３名

鹿児島大学 １名

埼玉工業大学 １名

聖マリアンナ医科大学 １名

徳島文理大学 ２名

合 計 16名

モビリティ

海外モビリティ
(人)

あり 8

なし 0

不明 8

国内モビリティ
(人)

あり 9

なし 4

不明 3



は当てはまらないようである。ただ、国内モビリティもモビリティとみなし

て考察の対象に加えると、彼女たちの仮説は十分に検討に値すると思われる。

本稿Ⅱ－５では、Luo et al. の legitimating function (�お墨付き�) につい

ても説明した。投資の決断に迷う既存企業にとって、過去に成功体験を持つ

サイエンティストの研究プロジェクトへの参加は不確実性を緩和するシグナ

ルとなり得る、という議論である。本稿ではこの考え方を援用・拡大解釈し

て独自の“お墨付き効果”を考えてみた。本稿で考える“お墨付き効果”と

は、一般に有名な先生は既存企業の投資や銀行融資を受けやすく、起業しや

すい、というものである。もちろん実証はされていない。これを厳密に実証

するためには過去の競争的資金獲得額、受賞歴、学会での知名度、学会外で

の知名度等、考慮しなければならないことが数多くある。ここでは受賞歴の

みをみた。16名のうち、サイエンティストとしての受賞歴（事業活動に対す

る賞を除く）がある者は３名しかいなかった。これには様々な解釈があり得

るため、結論を出すことはできないが、現時点では“お墨付き効果”は確認

できない。

最後に、Landry et al. が「伝統ある大学の豊富なリソースが大学研究者の

企業家精神を高めている可能性がある」と指摘している件に関して、日本の

アカデミック・アントレプレナーも事情は同じなのだろうか。伝統的な大学

の豊富な資源に囲まれていれば起業する可能性が高くなるのだろうか。図表

５.（下部左側）は16名の所属大学の一覧である。地方国立大学が多く、そ

ういう意味では確かに伝統ある大学が多いが、リソースが豊かとまでは言え

ない。Landry et al. の資源効果も、現時点の日本では確認できない。

Ⅲ－４．本研究の限界

前項（Ⅲ－３）では日本のアカデミック・アントレプレナー（ライフサイ

エンス分野）16名に焦点を当てながら、イノベーション研究のフロンティア

での議論が日本でも適用可能かについて考察した。結果、年齢が高い者の方

が起業しやすい傾向がある、ということ以外は確認できなかった。
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だからといって「日本の大学発ベンチャーは独特である」と日本特殊論を

採用することは、現時点では時期尚早である。なぜならば、きわめて少ない

情報を基に議論を進めているからである。

たとえば図表５. の「所属大学」であるが、同図表には東京大学の研究者

が含まれておらず、またジャーナリズムでしばしば取り上げられる東京工業

大学、筑波大学、大阪大学に所属する者も僅かしか含まれておらず、奇妙な

印象を受ける。そのためライフサイエンス分野の大学発ベンチャー企業に創

業時から関与している東京大学教授にインタビューを試みた（実施日：2010

年９月17日)。

インタビューの結果、本研究の抱える問題点がいくつか明らかになった。

第一の問題点は、大学発ベンチャー企業に深く関与する研究者であっても、

当該企業と共著論文を書くとは限らない、という点である。そのため、論文

の共著関係からアカデミック・アントレプレナーを特定する手法には限界が

ある。第二の問題点は、研究者は（たとえ実質的な創業メンバーであっても）

しばしば、経営ボードには参画せずサイエンス・アドバイザー（技術顧問）

としてのみ関与するという点である。

これらの問題を克服するためには、今後は別の手法を使ってより多くのア

カデミック・アントレプレナーを特定し、規模の大きなデータベースを使っ

ての分析が必要である。

� まとめ

本研究では、知識の商業化という大学の新しい役割を紹介し、その役割が

加わったことによりイノベーションにどのような影響が及んでいるのか、先

行研究を紹介した。その上で、最先端の先行研究（研究フロンティア）で定

式化されつつある事実をいくつか指摘し、それらが日本の現状 とくにア

カデミック・アントレプレナーの個人特性 に対しても説明力を有するの

かを独自のデータを使って検討した。

結果、ここでは、研究フロンティアで定式化されつつある事実を使って日
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本のアカデミック・アントレプレナーの状況を説明することはできなかった。

その原因を探るためアカデミック・アントレプレナー本人にインタビューし

たところ、本研究ではアカデミック・アントレプレナーの補足が不十分であ

ることが分かった。したがって「日本では研究フロンティアの議論が通用し

ない、すなわち日本が特殊である」とは現時点では言えないとの結論に至っ

た。今後は、別の方法でより多数のアカデミック・アントレプレナーをとら

えてより緻密な研究を蓄積していく予定である。

日本のアカデミック・アントレプレナーが特殊か否かの議論は今後に譲る

にしても、アカデミック・アントレプレナーを取り囲む制度や環境はかなり

特殊であることを最後に指摘しておきたい。まず、既述のように日本では大

学発ベンチャー企業の定義がなく、またデータも公開されていない。また本

稿では触れなかったが、1990年代末～2000年代には国立大学やそこでの研究

成果をめぐる制度改革が相次ぎ、矢継ぎ早の改革に大学の運用部局が戸惑う

こともあった。それによって利益相反を巡る解釈の違いなども起こった。こ

うした制度改革と日々変化する運用方針からの影響を避けながら研究と知識

の商業化を進めるために、敢えて表には出ないアカデミック・アントレプレ

ナーも多数存在したものと思われる。以上のような状況にあるため、日本の

アカデミック・アントレプレナーを特定することは難しく、研究フロンティ

アとの比較もままならない。

知識集約型産業構造が定着した現在では、豊富で多様な知識の源泉を持つ

ことが重要であろう。自由な発想と独自の手法で多様な知識を蓄積し、知の

コモンズとして広く開放してきた大学は、そうした知識の源泉として有望な

のかも知れない。そのためイノベーション研究の最前線では、大学の知識を

いかに社会に役立てるかを考え、その一環としてアカデミック・アントレプ

レナーの特徴も明らかにしつつある。日本も知識集約型産業構造を持つ社会

であり、今後もその構造を持続させていくことが必要であることは自明であ

るにもかかわらず、その主要プレーヤーたり得るアカデミック・アントレプ

レナーに関する情報収集や情報公開が遅れている。情報収集と情報公開は喫
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緊の課題である。

（筆者は関西学院大学商学部准教授）
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